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研究要旨 

本研究は、医療保険制度における窓口負担割合の変化が受療行動に与える影響、いわ

ゆる「長瀬効果」について、現代のデータに基づき実証的に再検証するとともに、従来

の長瀬式の妥当性を評価し、現代の受療行動に対応した推定枠組みの構築を目的として

実施したものである。分析では、2022 年 10 月に実施された後期高齢者医療制度における

窓口負担割合の引き上げ（1 割から 2 割）を自然実験と捉え、厚生労働省保険局調査課に

より整備された個票データを用いて検証を行った。具体的には、一方では、都道府県×負
担区分×制度改正前後のセル平均データを用いて、実効給付率と医療利用水準との関係を

表す長瀬式の再推定を行った。分析では、制度改正前後で医療サービス利用の有無にか

かわらず全被保険者を対象とし、分析指標は総診療日数（調剤除く）に限定した。他方

では、回帰不連続デザイン（Regression Discontinuity Design: RDD）と差の差分析

（Difference-in-Differences: DD）を組み合わせた RDD-DD 分析により、制度改正が受療行

動および医療費に与えた影響を動学的に推定した。 
長瀬式の再推定では、二次関数型長瀬式におけるパラメータ𝑎𝑎が総診療実日数（調剤除

く）で 0.496 と推定され、結果、𝑦𝑦 = 0.504𝑥𝑥2 + 0.496という推定式が得られた。また、11
種類の候補関数を比較した結果、冪混合型が最小赤池情報量基準量（Akaike Information 
Criterion：AIC）を示した。一方で、二次関数型長瀬式についても、従来の長瀬式との比

較可能性および政策的解釈の容易さという観点から有用であることが確認された。 
また、RDD-DD 分析の結果、制度改正直前には医療費の増加、すなわち駆け込み需要

が観察され、制度改正後には医療費の減少が確認された。この減少の主因は受診日数の

減少であり、1 日当たり医療費の変化は限定的であった。また、外来および調剤において

顕著な反応がみられた一方、入院医療における影響は限定的であった。さらに、短期間

の観測ではあるが、死亡率については有意な悪化は確認されなかった。 
以上の結果から、従来の長瀬式は現代の受療行動の下でも一定の妥当性を有すること

が確認された。一方、RDD-DD 分析からは、制度改正に伴う受療行動には駆け込み需要

や制度改正後の順応過程といった動学的調整が存在することが示された。このことか

ら、制度改正時の財政影響試算においては、長瀬式を最新の実証データに基づき継続的
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A．研究目的 
本研究は、医療保険制度における窓口

負担割合の変化が受療行動に与える影

響、いわゆる「長瀬効果」について、現

代のデータに基づき実証的に再検証する

とともに、従来の長瀬式の妥当性を評価

し、現代の受療行動に対応した推定枠組

みの構築を目的とするものである。 
日本では、急速な高齢化の進展に伴い

医療費の増大が見込まれる中、医療保険

制度の持続可能性の確保が重要な政策課

題となっている。このような状況におい

て、窓口負担割合の改定が医療需要に与

える影響を適切に把握することは、制度

改正の財政影響の評価などにおいて極め

て重要である。 

これまで、長瀬効果およびそれを定式

化した長瀬式は、実効給付率と医療費水

準の関係を表す経験則として、制度改正

時の医療費変化の推計に広く用いられて

きた。しかしながら、既存の長瀬式は主

として昭和期から平成初期の制度改正に

基づいて推定されたものであり、医療技

術の進展、疾病構造の変化、および患者

の受療行動の変容といった近年の環境変

化を十分に反映していない可能性があ

る。 
さらに、近年の実証研究においては、

制度改正前後における受診時期の調整

（いわゆる「駆け込み需要」）や、制度

導入後の適応行動といった、時間的調整

を伴う動学的な受療行動が確認されてい

るが、従来の長瀬式はこうした動学的側

面を明示的に考慮していない。 
また、日本における既存研究の多く

は、年齢閾値や所得閾値を用いた因果効

果の識別に重点を置いており、制度改正

に伴う受療行動の時間的推移と、長瀬式

のようなマクロ的関係式の再構築とを統

合的に検討した研究は限られている。 
以上の問題意識を踏まえ、本研究で

は、2022 年 10 月に実施された後期高齢者

医療制度における窓口負担割合の引き上

げ（1 割から 2 割）を自然実験として利用

し、以下の 2 つの課題に取り組んだ。 

に検証・更新するとともに、制度改正の影響評価においては静学的な平均効果のみでは

なく、動学的調整を考慮した分析枠組みを採用することが重要である。 
本研究は、長瀬式の再推定によるマクロ的な医療利用推計と RDD-DD 分析によるミク

ロレベルの因果推論を接続することにより、長瀬効果および医療需要の価格反応に関す

る理解を統合的に更新し、医療保険制度改革におけるエビデンスに基づく政策形成およ

び財政影響試算の高度化に資する基礎的知見を提供するものである。 
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第 1 に、個人月データを都道府県、負

担区分および制度改正前後のセル平均に

集約し、都道府県ごとの恒常的な地域差

を調整した上で、実効給付率と総診療実

日数（調剤除く）との関係を表す長瀬式

の再推を行った。 
具体的には、制度改正前後で医療サー

ビス利用の有無にかかわらず全被保険者

を対象とし、従来の二次関数型長瀬式を

基礎としつつ、複数の候補関数を比較す

ることにより、現代の受療行動に適合的

な価格反応関数の推定を試みた。 
第 2 に、回帰不連続デザイン

（Regression Discontinuity Design：RDD）

と差の差分析（Difference-in-Differences：
DD）を組み合わせた RDD-DD 分析によ

り、制度改正が医療費および受療行動に

与えた影響を動学的に評価した。具体的

には、制度改正前後の駆け込み需要、制

度導入後の順応過程、受診確率（extensive 
margin）と受診日数（intensive margin）の

違い、さらに診療種別や患者属性による

異質性について検証を行った。 
これにより、本研究は、一方では長瀬

式というマクロ的な推計枠組みの現代的

妥当性を再検討し、他方ではミクロレベ

ルの動学的受療行動を因果推論に基づい

て明らかにすることで、医療需要の価格

反応に関する理解を統合的に更新するこ

とを目指したものである。 
もっとも、本研究は主として 2022 年 

10 月の制度改正を対象とした分析であ

り、今後、他の制度改正や異なる制度環

境における追加的検証を通じて、長瀬式

の妥当性および医療需要の価格反応につ

いて継続的に検証していく必要がある。 

以上を通じて、本研究は、長瀬効果の

現代的妥当性を再検証するとともに、制

度改正に伴う動学的調整やサービス別異

質性を考慮した、より実態に即した政策

評価の枠組みの構築に資する知見を提供

することを目的とする。 
 

B．研究方法 
 本研究では、2022 年 10 月に実施された

後期高齢者医療制度における窓口負担割

合の引き上げ（1 割から 2 割）を自然実験

と捉え、一方では現代の受療行動に対応

した長瀬式の再推定を行い、他方では

RDD-DD 分析により、制度改正が受療行

動および医療費に与える影響を実証的に

評価した。分析は、(1) データ整備、(2) 
長瀬式の再推定、(3) ミクロデータを用い

た因果効果の推定の 3 段階から構成され

る。 
 
B-1. データおよび分析対象 
本研究では、厚生労働省保険局調査課

により収集・整備された「所得課税情報

等に応じた医療費情報」を用いた。本デ

ータは、後期高齢者医療制度の被保険者

を対象とし、所得情報と医療レセプト情

報が個票レベルで結合されたものであ

る。 
分析対象期間は、長瀬式の再推定と

RDD-DD 分析でそれぞれ異なる。長瀬式

の再推定では、制度改正前の駆け込み需

要および制度施行直後の調整過程の影響

を回避するため、制度改正前を 2022 年 1
月から 6 月、制度改正後を 2022 年 11 月

から 2023 年 4 月とした。一方、RDD-DD
分析では、2021 年 11 月から 2023 年 12 月

までの個票パネルデータを用いて、制度
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改正前後の動学的な受療行動の変化を検

証した。 
長瀬式の再推定では、制度改正前後で

医療サービス利用の有無にかかわらず全

被保険者を分析対象とし、分析指標は総

診療実日数（調剤除く）に限定した。ま

た個人月データを都道府県×負担区分×制
度改正前後のセル平均に集約することに

より、都道府県ごとの恒常的な地域差を

調整した。 
RDD-DD 分析では、アウトカムとして

総医療費、外来医療費、入院医療費、歯

科医療費、調剤医療費、受診日数、受診

確率、および 1 日当たり医療費（単価）

を用いた。 
このように、本研究では、長瀬式の再

推定ではセル平均データを用いてマクロ

的な医療費推計の妥当性を検証し、RDD-
DD 分析では個票レベルデータを用いて制

度変更が受療行動に与えた影響を因果推

論により評価することで、両者を相互補

完的に検討した。 
 
B-2. 長瀬式の再推定 

本研究では、2022 年 10 月の制度改正に

伴う窓口負担割合の変化を利用し、実効

給付率と医療利用水準の関係を表す長瀬

式の再推定を行った。 
具体的には、個人月データを都道府県×

負担区分×制度改正前後のセル平均に集約

し、都道府県ごとの恒常的な地域差を調

整した上で、実効給付率と医療利用との

関係を表す関数を推定した。分析では、

制度改正前後で医療サービス利用の有無

にかかわらず全被保険者を対象とし、分

析指標は総診療実日数（調剤除く）に限

定した。 

関数形については、従来の長瀬式との

比較可能性を確保するため、二次関数を

基礎仕様とした。一方で、関数形の仮定

に依存した結果とならないよう、線形、

三次関数、平方根、冪混合型等の複数の

候補関数についても推定を行い、赤池情

報量基準量（Akaike Information Criterion：
AIC）に基づく比較を行った。 

また、制度改正直前の駆け込み需要お

よび制度改正直後の調整過程による影響

を回避するため、制度改正前を 2022 年 1
月から 6 月、制度改正後を 2022 年 11 月

から 2023 年 4 月として分析を行った。 
これにより、従来、経験的推定式とし

て用いられてきた長瀬式について、現代

の受療行動の下でどの程度妥当であるか

を検証するとともに、現代データに基づ

く長瀬式の再推定を行った。 
 

B-3. 因果効果の推定（RDD および DD 分

析）  
窓口負担割合の内生性に対処するた

め、本研究では、所得閾値を利用した回

帰不連続デザイン（Regression 
Discontinuity Design：RDD）を用いた。 
さらに、制度改正前後の時間的変化を

捉えるため、差の差分析（Difference-in-
Differences：DD）を組み合わせた RDD-
DD 分析を採用した。これにより、制度改

正前の予期的行動（駆け込み需要）と制

度改正後の適応行動を動学的に評価し

た。 
また、診療種別（外来・調剤・歯科・

入院）ごとの異質性分析に加え、高額療

養費制度の対象経験を有する者や事前受

診頻度別のサブグループ分析を行うこと
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で、制度的要因と患者属性による反応の

違いについても検証した。 

 

B-4. 分析の位置づけ 

 以上の手法により、本研究は、一方

で、現代の受療行動に対応した長瀬式の

再推定を行い、他方では、制度改正を自

然実験として利用した因果推論により、

窓口負担割合の変更が受療行動および医

療費に与える影響を動学的に把握するこ

とを試みるものである。 

具体的には、長瀬式の再推定は、制度

改正に伴う実効給付率の変化を利用し

て、実効給付率と医療利用との関係を経

験的に要約することを目的としている。

したがって、その結果は現代の受療行動

に基づく経験的な再推定として解釈し、

厳密な因果効果の一点推定として扱うも

のではない。 

一方、RDD-DD 分析は、制度改正が受

療行動に与えた影響を因果効果として識

別することを目的としており、駆け込み

需要、制度導入後の順応過程、診療種別

や患者属性による異質性などを動学的に

評価するものである。 
このように、本研究は、長瀬式の再推定

によるマクロ的な医療利用推計と、RDD-
DD 分析によるミクロレベルの因果推論と

を相互補完的に位置づけることにより、

現代の受療行動に基づく長瀬式の妥当性

と医療需要の価格反応に関する理解を統

合的に更新することを目指している。 

なお、本研究で用いた分析は、長瀬式の

再推定では python、RDD-DD 分析では

Stata 19.0 を用いて実施した。 
 
（倫理面への配慮） 

本研究では、厚生労働省保険局調査課

により収集・整備が行われた「所得課税

情報等に応じた医療費情報」の匿名化さ

れた個票情報を用いるに当たり、早稲田

大学「人を対象とする研究に関する倫理

審査委員会」にて、倫理審査不要の判断

を受けている(承認番号：2022-HN038；承

認日：2022 年 11 月 25 日)。なお、提供さ

れた個票には個人を特定できる情報は含

まれていない。 
 
C．研究結果 
C-1. 長瀬式の再推定結果 

本研究では、実効給付率と医療利用水

準の関係を表す長瀬式の再推定を行っ

た。 
都道府県×負担区分×制度改正前後のセ

ル平均データを用いて推定した結果、制

度改正前後で医療サービスの有無にかか

わらず全被保険者を対象とした分析で

は、二次関数型長瀬式におけるパラメー

タ𝑎𝑎が 0.496 と推定され、𝑦𝑦 = 0.504𝑥𝑥2 +
0.496という推定式が得られた。さらに、

線形、三次関数、平方根、冪混合型など

11 種類の候補関数を比較した結果、冪混

合型が AIC を示した。この結果は、現代

の受療行動を表現する上では、従来の二

次関数よりも柔軟な関数形の方が統計的

な適合度において優れている可能性を示

唆している。一方で、二次関数は従来の

長瀬式との比較可能性および政策的解釈

の容易さを有しており、現代データに対

しても一定の説明力を維持していること
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が確認された。以上より、現代の受療行

動を前提とした場合であっても、従来の

長瀬式の妥当性は一定の妥当性を有する

ことが確認された。 
 
C-2. 制度改正が受療行動に与えた影響

（因果推論） 
次に、回帰不連続デザインと差の差分

析を組み合わせた RDD-DD 分析により、

2022 年 10 月の制度改正が受療行動に与え

た影響を動学的に評価した。 
その結果、制度改正直前には約 6％程度

の医療費増加が観察され、駆け込み需要

の存在が確認された。一方、制度改正直

後には約 6％の医療費減少が生じ、その後

も約 3％程度の減少が持続した。 
医療費の分解分析からは、この減少の

主因は受診日数の減少であり、1 日当たり

医療費（単価）の変化は限定的であるこ

とが明らかとなった。また、受診確率に

ついても約 1％程度の低下が確認され、制

度改正が受療行動の広範な側面に影響を

及ぼしていることが示された。 
診療種別別の分析では、外来および調

剤において顕著な駆け込み需要とその後

の需要減少が観察された一方で、歯科で

は影響は限定的であり、入院では統計的

に有意な変化は確認されなかった。 
さらに、死亡率に関する分析では、制

度改正に伴う有意な悪化は確認されず、短

期的な影響は限定的である可能性が示され

た。 
以上の結果から、制度改正に対する医

療需要の反応は、主として利用頻度

（intensive margin）の調整を通じて生じて

おり、医療の質や単価への影響は限定的

であることが示唆された。また、制度改

正直前の駆け込み需要と制度改正後の順

応過程の双方が確認されたことから、医

療需要には異時点間代替を伴う動学的側

面が存在するが示された。 
 
C-3. 医療需要における動学的調整と異質

性 
本研究では、制度改正に伴う医療需要

の時間的変動および異質性についても分

析を行った。 
まず、制度改正直前に観察された駆け

込み需要とその後の需要減少は、医療需

要における異時点間の代替行動の存在を

示すものである。このような動学的調整

は、単一時点の観測に基づく推定では十

分に捉えられない重要な特徴である。 
また、医療需要の価格反応は患者属性

や制度環境によって異なり、事前の医療

利用が高い群では駆け込み需要およびそ

の後の需要減少がより顕著であった。一

方、高額療養費制度の対象経験を有する

者では、窓口負担割合引き上げの影響が

相対的に小さく、制度間の相互作用が受

療行動の調整に重要な役割を果たしてい

る可能性が示唆された。以上より、医療

需要の価格反応は一様ではなく、医療サ

ービスの種類、患者属性、および制度的

環境に応じて異なることが明らかとなっ

た。また、こうしたミクロレベルの異質

性と動学的調整の存在は、長瀬式のよう

なマクロ的推計式についても、継続的に

検証・更新していく必要性を示唆する結

果である。 
 
D．考察 

本研究では、2022 年 10 月の後期高齢者

医療制度における窓口負担割合の引き上
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げを自然実験として利用し、一方では、

都道府県×負担区分×制度改正前後のセル

平均データを用いて、実効給付率と医療

利用との関係を表す長瀬式の再推定を、

他方では、RDD-DD 分析を用いて制度改

正が受療行動と医療費に与えた影響をミ

クロレベルで動学的に分析した。 
第 1 に、本研究の結果は、従来の長瀬

式が一定程度妥当な方向性を示している

一方で、制度改正直後の動学的調整や診

療種別別の異質性を十分には反映してい

ない可能性を示唆するものである。 
第 2 に、本研究は、医療需要における

動学的調整の重要性を明確に示してい

る。制度改正直前に観察された駆け込み

需要と、その後の需要減少は、患者が将

来の自己負担増を見越して受診時期を調

整する行動をとることを示している。こ

のような異時点間の代替行動は、短期的

な医療費の変動を増幅または歪める可能

性があり、従来の長瀬式のような静学的

枠組みでは十分に捉えられていない。特

に本研究では、制度改正直前の駆け込み

需要と、制度改正後の順応過程の双方が

確認されており、医療需要の価格反応は

単一時点ではなく時間経過の中で理解さ

れる必要があることが示唆された。した

がって、制度改正の影響評価において

は、静学的な平均効果のみではなく、時

間的調整を伴う動学的分析枠組みを導入

することが重要である。 
第 3 に、医療需要の価格反応には診療

種別による異質性が存在することが確認

された。外来および調剤では比較的大き

な反応が観察された一方で、入院医療に

おいては反応が限定的であった。この結

果は、医療サービスの必要性や代替可能

性の違いが価格弾力性に影響を与えるこ

とを示唆している。すなわち、緊急性の

高い医療ほど価格に対する感応度は低

く、選択的・待機的な医療ほど感応度が

高いという構造が確認された。 
第 4 に、長瀬式の再推定では、制度改

正前後で医療サービス利用の有無にかか

わらず全被保険者を対象として分析を行

った。その結果、11 種類の候補関数を比

較したところ、冪混合型が最小 AIC を示

した。一方、二次関数型長瀬式について

も、従来の長瀬式との比較可能性および

政策的解釈の容易さという観点から有用

であることが確認された。したがって、

統計的適合度のみを重視する場合には冪

混合型が有力な候補となるが、制度改正

時の財政影響試算という政策実務上の利

用可能性を考慮すると、二次関数型長瀬

式も依然として重要な役割を有している

と考えられる。また、本研究は、現代の

受療行動を前提とした場合であっても、

従来の長瀬式は一定の妥当性を有するこ

とを示すとともに、長瀬式については実

証データに基づく継続的な検証と更新が

必要であることを示している。以上を総

合すると、医療需要の価格反応は単一の

固定的パラメータで記述できるものでは

なく、時間的調整、サービス特性、患者

属性、および制度的環境が相互に作用す

る複雑な構造として理解する必要があ

る。これは、長瀬式のようなマクロ的推

計式についても、制度環境や受療行動の

変化に応じて継続的に検証・更新してい

く必要性を示唆している。もっとも、本

研究にはいくつかの留意点が存在する。

第 1 に、本研究は特定の所得閾値近傍の

被保険者を対象とした分析であり、結果
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の外挿には一定の制約がある。第 2 に、

本研究ではセル平均に集約したデータを

用いて長瀬式を推定しているため、個人

レベルの異質な行動変化を直接評価する

ことはできない。そのため、今回推定さ

れた長瀬式は制度改正に伴う平均的な価

格反応を要約した経験的関係式として解

釈されるべきである。第 3 に、本研究は

制度改正に伴う短期的な行動変化を主に

捉えたものであり、長期的な影響や医療

需要の構造的変化については十分に検証

されていない。第 4 に、本研究は主とし

て 2022 年 10 月の制度改正を対象とした

分析であり、新型コロナウイルス感染症

流行下における受診抑制の影響が含まれ

る可能性があり、制度改正に対する受療

行動の感応度が低く観測されている可能

性があることに留意が必要である。ま

た、異なる制度改正や制度環境において

同様の結果が得られるかについては、今

後の追加的検証が必要である。 
以上の点を踏まえると、本研究は、長

瀬式を実証的エビデンスに基づき継続的

に更新していく必要性を示すものであ

る。また、制度改正の影響評価において

は、動学的な受療行動を考慮した分析枠

組みを導入することが重要である。本研

究は、ミクロレベルの因果推論とマクロ

的な医療費推計とを接続することによ

り、医療需要の価格反応に関する理解を

統合的に更新し、医療保険制度改革にお

けるエビデンスに基づく政策形成および

財政影響試算の高度化に資する知見を提

供するものである。 
 

E．結論 

 本研究では、2022 年 10 月の後期高齢者

医療制度における窓口負担割合の引き上

げを自然実験として利用し、一方では現

代の受療行動に対応した長瀬式の再推定

を行い、他方では RDD-DD 分析を用いて

制度改正が受療行動および医療費に与え

た影響を動学的に分析した。 
長瀬式の再推定では、制度改正前後で

医療サービス利用の有無にかかわらず全

被保険者を対象として分析を行った結

果、二次関数型長瀬式ではパラメータ a が
0.496 で、結果、𝑦𝑦 = 0.504𝑥𝑥2 + 0.496とい

う推定式が得られた。また、11 種類の候

補関数を比較した結果、冪混合型が最小

AIC を示した。一方で、二次関数型長瀬式

についても、従来の長瀬式との比較可能

性および政策的解釈の容易さという観点

から有用であることが確認された。 
一方、RDD-DD 分析では、制度改正直

前に駆け込み需要が観察され、制度改正

後には医療費および受療行動の減少が確

認された。また、その影響は外来および

調剤で比較的大きく、入院医療では限定

的であった。さらに、制度改正に伴う有

意な死亡率の悪化は確認されなかった。 
以上より、制度改正の財政影響試算に

おいては、長瀬式を最新の実証データに

基づき継続的に更新することが重要であ

る。また、RDD-DD 分析から明らかにな

ったように、制度改正に対する受療行動

の反応には、駆け込み需要や制度導入後

の順応といった動学的調整が存在するこ

とから、政策評価においては単一時点の

静学的分析のみではなく、時間的調整を

考慮した分析枠組みを採用することが重

要である。 
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もっとも、本研究は主として 2022 年
10 月の制度改正を対象とした分析であ

り、新型コロナウイルス感染症流行下に

おける受診抑制の影響が含まれる可能性

があり、制度改正に対する受療行動の感

応度が低く観測されている可能性がある

ことに留意が必要である。また、他の制

度改正や異なる制度環境において同様の

結果が得られるかについては、今後さら

なる検証が必要である。 
本研究は、長瀬式の再推定によるマク

ロ的な医療利用推計と RDD-DD 分析によ

るミクロレベルの因果推論を接続するこ

とにより、長瀬効果および医療需要の価

格反応に関する理解を統合的に更新し、

医療保険制度改革におけるエビデンスに

基づく政策形成および財政影響試算の高

度化に資する知見を提供するものであ

る。 
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